浜田市介護人材確保・定着対策事業補助金交付要綱

（目的）

第1条　この要綱は、市内において介護サービス等に従事する人材を確保するため、介護サービス事業者等に対し、その人材確保及び人材育成に要する費用の一部を補助することにより、介護サービス等の質の維持及び向上を図ることを目的とし、その補助金の交付に関しては、浜田市補助金等交付規則（平成17年浜田市規則第56号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第2条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴　介護サービス等　介護保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）に規定する居宅サービス、地域密着型サービス、居宅介護支援、施設サービス、介護予防サービス、介護予防地域密着型サービス及び介護予防支援並びに老人福祉法（昭和38年法律第133号）に規定する養護、指導及び訓練その他の援助をいう。

⑵　介護サービス事業者等　法に規定する居宅サービス事業者、地域密着型サービス事業者、居宅介護支援事業者、介護予防サービス事業者、介護予防地域密着型サービス事業者及び介護予防支援事業者並びに介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を運営する者並びに老人福祉法に規定する養護老人ホームを運営する者をいう。

⑶　ＵＩターン者　雇用日前3か月又は雇用日以後3か月以内に市外から浜田市に住所を移した者をいう。

（平27.3、平28.4一部改正）

（補助対象者）

第3条　補助の対象となる者は、市内に事業所又は施設（介護サービス等を提供するものに限る。以下「事業所等」という。）を有する介護サービス事業者等とする。

（平24.3、平24.6、平26.4、平28.4一部改正）

（補助金額等）

第4条　補助金の区分、補助要件、補助対象経費、補助金の額及び補助限度額は、次の表に掲げるとおりとし、補助金の総額については、予算の範囲内とする。補助金の額は、次に掲げる額の合計額とし、補助金の総額については、予算の範囲内とする。

	区分
	補助要件
	補助対象経費
	補助金の額
	補助限度額

	人材
確保
	介護サービス等従事者として新たに雇用した従業員（島根県内の事業所等において介護サービス等に従事していた者を雇用する場合（島根県以外からのＵＩターン者を雇用する場合を除く。）にあっては、介護サービス等に従事していない期間が1年以上である者に限る。以下「新規雇用者」という。）を令和8年3月31日までの間に3か月以上継続して雇用すること。
介護サービス等に従事する人材の確保のための求人活動（説明会の開催や広告等）を行うこと。
	人材確保に要する経費（支度金）
人材確保に要する経費（会場使用料、広告料、印刷製本代、消耗品費等）
	補助対象経費の1/2以内の額
（新規雇用者がＵＩターン者の場合にあっては、2/3以内の額）
補助対象経費相当額
	新規雇用者1人当たり10万円（ＵＩターン者の場合にあっては、20万円）
1事業者等当たり1年度につき2万円

	人材
育成
	新規雇用者を雇用した日から1年以内（以下「対象期間」という。）において、介護サービス等を実施するために必要な知識の習得等の研修（以下「人材育成研修」という。）を行うこと。
	新規雇用者に対して、対象期間において、人材育成研修の実施に要する経費。ただし、他の同種の補助金等を受給している新規雇用者及び補助対象者に係る経費を除く。
	補助対象経費相当額

	1事業所等当たり1年度につき10万円

	備考　補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。


（平24.3、平26.4、平27.3、平27.11、平28.4、平30.3、令4.3、令5.3一部改正）

（交付申請）

第5条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、介護人材確保・定着対策事業補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に、次の各号に掲げる補助金の区分に応じ、当該各号に定める書類を添えて、補助要件を満たした日から30日を経過する日又は補助要件を満たした日の属する年度の3月31日のいずれか早い日までに市長に提出しなければならない。

⑴　人材確保（支度金）
ア　雇用日が確認できる書類

イ　継続雇用が確認できる書類

ウ　支度金の支払いが確認できる書類
エ　これまでの就業状況が確認できる書類
オ　その他市長が必要と認める書類
⑵　人材確保（求人活動）
ア　求人活動の内容が確認できる書類

イ　求人活動に要した経費を証する書類
ウ　その他市長が必要と認める書類

⑶　人材育成

ア　雇用日が確認できる書類

イ　人材育成に要した経費を証する書類

ウ　人材育成研修の内容が確認できる書類

エ　その他市長が必要と認める書類〔⇒終了証等が交付される研修はその写し〕
（平22.4、平26.4、平27.3、平27.11、平28.4、令5.3一部改正）

（交付決定）

第6条　市長は、前条の申請があったときは、速やかに内容を審査し、補助の可否を決定し、介護人材確保・定着対策事業補助金交付決定（却下）通知書（様式第2号）により申請者に通知するものとする。

(交付決定の取消し等)

第7条　市長は、虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受けた者に対し、その決定を取り消し、又は補助金の返還を命ずるものとする。

（帳簿の備付）

第8条　補助事業者は、この事業の内容を明確にするため、補助事業に係る帳簿及び証拠書類を整備し、事業完了後5年間保存しなければならない。

（その他）

第9条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

（施行期日）

1 　この要綱は、平成21年10月1日から施行する。
附　則

（施行期日）

　この要綱は、平成22年4月10日から施行する。
附　則

（施行期日）

　この要綱は、平成24年3月23日から施行する。
附　則

（施行期日）

　この要綱は、平成24年6月1日から施行し、平成24年4月1日かから適用する。
附　則

（施行期日）

　この要綱は、平成26年4月1日から施行する。
附　則

（施行期日）

　この要綱は、平成27年3月20日から施行する。
附　則

（施行期日）

　この要綱は、平成27年11月1日から施行し、平成27年4月1日かから適用する。
附　則

（施行期日）

　この要綱は、平成28年4月1日から施行する。
附　則

（施行期日）

　この要綱は、平成30年3月20日から施行する。
附　則

（施行期日）

　この要綱は、令和4年4月1日から施行する。
附　則

（施行期日）

　この要綱は、令和5年4月1日から施行する。
（この要綱の失効）

2 　この要綱は、令和8年3月31日限り、その効力を失う。

（平24.3、平27.3、平30.3、令4.3、令5.3一部改正）

